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大阪府内の消費生活相談窓口
平成３０年度消費生活相談の概要
	《相談全体》
平成30年度に大阪府の消費生活相談窓口が受け付けた相談件数は73,817件で、前年度の70,105件と比べ3,712件（5.3%）増加しました（付表1参照）。契約当事者の年代別で見ると、50歳代以上と10歳代で増加しました。60歳以上では前年度と比べ2,765件（11.8%）増加して26,202件となり、70歳以上では16,938件で、前年度と比べ2,746件（19.3%）増加しました。相談全体に占める割合で見ると60歳以上では35.5%、70歳以上で22.9%となりました（付表2参照）。

　
《内容別の特徴》
１．最も多い相談はインターネット関連
商品・役務別の相談件数では、前年度同様インターネット関連の相談が上位になりました。その中で最も多い相談は、「デジタルコンテンツ」（インターネット上で提供する情報等）の7,533件（付表3参照）、前年度に比べ1,157件（13.3%）減少したものの80歳以上を除く各年代層において1位となりました（付表3,6参照）。具体的内容は、利用した覚えのない「有料サイトの架空請求」に関する相談が2,106件と最も多く、次に「アダルト情報サイト」に関する相談が1,427件でした（付表4参照）。また、「移動通信サービス」（携帯電話・スマートフォン等の通信回線）に関する相談が前年度と比べ89件（4.3%）増加して2,152件、「インターネット接続回線」（自宅で利用する光回線等インターネット回線）は前年度に比べ405件（17.5％）減少したものの、いまだ1,903件と多い状況です（付表3参照）。
２．ハガキやメールによる架空請求が多発
商品名が不明の「料金が未納なので訴状が提出された」などと記載し電話連絡を促す「架空請求」のハガキやメールが1,805件（付表3）、利用した覚えのない有料サイトの架空請求メールが2,106件（付表4）など、架空請求のトラブルが依然として多く寄せられました。
３．電気の契約切り替えのトラブル急増
　　平成28年4月からの電力の小売り完全自由化に伴い、新規参入業者からの訪問販売や電話勧誘販売により、意図せず電気の契約先が替わってしまったなどのトラブルの急増など、電気の相談が前年度（509件）の2倍以上の1,242件寄せられました（付表3参照）。
４．仮想通貨（暗号資産）に関するトラブルが増加

仮想通貨（暗号資産）で儲ける方法の情報商材購入トラブルや、未上場の仮想通貨（暗号資産）で儲ける投資など、仮想通貨（暗号資産）に便乗した詐欺的な儲け話や投資話など、仮想通貨（暗号資産）に関するトラブルが一昨年度（74件）から前年度は349件となり、平成30年度は602件寄せられ、72.5%の増加となりました（付表7参照）。

５．地震、台風などの自然災害による相談が増加
平成30年6月に発生した大阪府北部を震源とする地震や9月に発生した台風21号の影響による相談が3,919件寄せられました。最も多かったのは、家屋の損壊等の復旧に関する「工事・建築・修理サービス」で、そのほか「賃貸アパート・借家」、「損害保険」や、旅行などに関連する「航空サービス」、「旅行代理業（ツアー等）」、「宿泊施設（ホテル等）」等のキャンセルに関する相談が寄せられました（付表11参照）。
６.　販売購入形態別では、通信販売に関するトラブルが最も多い。健康食品や化粧品の定期購入に関する相談が目立つ
販売購入形態別相談件数では、「通信販売」に関する相談が最も多く寄せられました（付表12参照）。「通信販売」のうち68.3%を占めるインターネット通販の相談内容を見ると、最も多いのは「デジタルコンテンツ」ですが、「健康食品」、「化粧品」の相談も多く寄せられ（付表13参照）、お試しだと思っていたら定期購入になっていた等のトラブルが目立ちました。
７．危害・危険
危害に関する相談（商品・役務・設備に関連して、身体に怪我、病気等の危害を受けたという相談）は
800件で､前年度（829件）と比べ29件（3.5%）減少しましたが、「化粧品」、「医療（美容医療を含む）」、
「健康食品」による健康被害が目立ちました（付表14参照）。危険に関する相談(危害を受けたわけでは
ないが､そのおそれのある相談)は249件で､前年度（256件）と比べ減少しましたが、「携帯電話（充電
器を含む）」の危険件数は17件で、前年度（10件）に比べ増加しました（付表15参照）。
８．高齢者・若者に関する相談は増加傾向

  　65歳以上の高齢者が契約当事者の相談件数は21,875件で､相談全体の29.6％を占め､前年度に比べ2,562件増加しました。新聞の契約・解約に関する相談や、ハガキやメールによる架空請求に関する相談では、全相談に占める高齢者の割合が高くなっています（付表16、付表17参照）。販売購入形態別で見ると、訪問販売、電話勧誘販売、訪問購入の割合が高くなっています（付表18参照）。
20歳代以下の若者が契約当事者の相談件数は7,459件で、前年度の7,263件より196件（2.7%）増加し、相談全体（73,798件）に占める割合は10.1%でした（付表22参照）。
商品･役務別の相談状況を見ると、「デジタルコンテンツ」の相談が1,328件となり、他の年代と同様に最も多い相談となりました。このほか相談全体の件数に占める若者の割合で見ると、「エステティックサービス」（305件）が同項目の54.3%、「内職・副業」（210件）が43.7%と若者の割合が高くなりました（付表23参照）。
販売購入形態別の相談状況を見ると、「マルチ・マルチまがい」については若者の割合が同項目の相談全体の49.5%と高くなり、2件に1件が若者の相談となりました（付表24参照）。
　  　　


○付表1　相談件数の年度推移　　
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○付表2　契約当事者の年代別件数
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※「付表1」及び「付表2」は、「全国消費生活情報ネットワークシステム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に登録された相談件数

（令和元年5月末現在）に、同システム未対応市町村からの回答件数を加算している。

※「付表3」から「付表24」は、「全国消費生活情報ネットワークシステム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に登録された相談件数

（令和元年5月末現在）。
※昨年度以前の数値については、昨年度版作成後、国民生活センター及び当センター等におけるＰＩＯ－ＮＥＴの登録内容の精査・修正に伴い、一部修正していることがあります。
《内容別の特徴》
1. 商品・役務別に見た場合の特徴

商品・役務別の相談件数では、前年度同様インターネット関連の相談が上位になりました。最も多い相談は、「デジタルコンテンツ」（インターネット上で提供する情報等）の7,533件（付表3参照）、前年度に比べ1,157件（13.3%）減少したものの80歳以上を除く各年代層において1位となりました（付表3,6参照）。「デジタルコンテンツ」の具体的内容としては、利用した覚えのない「有料サイトの架空請求」に関する相談が大幅に減少したものの2,106件と依然として最も多く、次に多い相談は「アダルト情報サイト」に関する相談で1,427件でした（付表4参照）。「デジタルコンテンツ」以外では、「移動通信サービス」（携帯電話・スマートフォン等の通信回線）に関する相談が前年度と比べ89件（4.3%）増加して2,152件で、5位となりました。また、「インターネット接続回線」（自宅で利用する光回線等インターネット回線）が前年度に比べ405件（17.5％）減少したものの1,903件で、７位となりました（付表3参照）。
○付表3　相談の多い商品・役務【上位20位】
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○付表4　デジタルコンテンツの具体的内容　

　
※その他のデジタルコンテンツには、情報商材などを含む
○付表5　契約当事者年代別　デジタルコンテンツの具体的内容
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○付表6　契約当事者年代別　相談の多い商品・役務【上位10位】
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２．ハガキやメールによる架空請求が多発
商品名が不明の「料金が未納なので訴状が提出された」などと記載し電話連絡を促す「架空請求」のハガキやメールが1,805件（付表3）、利用した覚えのない有料サイトの架空請求メールが2,106件（付表4）など、架空請求のトラブルが依然として多く寄せられました。
３．電気の契約切り替えのトラブル　
電力の小売り完全自由化に伴い、新規参入業者からの訪問販売や電話勧誘販売により、意図せず電気の契約先が替わってしまったなどのトラブルが急増したため、電気の相談が平成28年度に311件だったものが、前年度（509件）の2倍以上の1,242件寄せられました（付表3参照）。
4． 仮想通貨（暗号資産）に関するトラブルが増加

仮想通貨（暗号資産）で儲ける方法の情報商材購入トラブルや、未上場の仮想通貨（暗号資産）で儲ける投資など、仮想通貨（暗号資産）便乗した詐欺的な儲け話や投資話など、仮想通貨に関するトラブルが602件寄せられ、平成28年度に74件だったものが前年（349件）と比べても72.5%増加しました（付表7参照）。
○付表7　年度推移

	年　度
	26年度
	27年度
	28年度
	29年度
	30年度

	件　数
	21
	32
	74
	349
	602


○付表8　仮想通貨（暗号資産）に関する相談内容　  ○付表9　販売購入形態別相談件数
	デジタルコンテンツ
	216

	ファンド型投資商品
	164

	金融関連サービスその他
	56

	(仮想通貨（暗号資産）交換業との取引)
	

	内職・副業
	24

	デリバティブ取引
	13

	その他
	129


	通信販売
	325

	マルチ・マルチまがい
	123

	電話勧誘販売
	31

	訪問販売
	25

	店舗購入
	7

	その他無店舗
	13

	不　明
	78


○付表10　仮想通貨（暗号資産）契約当事者年齢別相談件数
	20歳未満
	20歳代
	30歳代
	40歳代
	50歳代
	60歳代
	70歳代
	80歳以上
	不　明

	29
	117
	66
	81
	115
	69
	67
	14
	44


５．地震、台風などの自然災害による相談が増加
平成30年6月に発生した大阪府北部を震源とする地震や9月に発生した台風21号の影響による相談が3,919件寄せられました。最も多かったのは、家屋の損壊等の復旧に関する「工事・建築・修理サービス」で、そのほか「賃貸アパート・借家」、「損害保険」や、旅行などに関連する「航空サービス」、「旅行代理業（ツアー等）」、「宿泊施設（ホテル等）」等のキャンセルに関する相談が寄せられました（付表11参照）。
〇付表11　地震・台風関連の相談内容（H30.6.18以降　全3,919件）
　[image: image2.emf]30年度
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1,304
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戸建、集合住宅

商品・役務

工事・建築、修理サービス

損害保険

賃貸アパート、借家

旅行関連


６.販売購入形態別に見た場合の特徴　
販売購入形態別相談件数では、「通信販売」に関する相談が最も多く寄せられました（付表12参照）。「通信販売」のうち68.3%を占めるインターネット通販の相談内容を見ると、最も多いのは「デジタルコンテンツ」ですが、「健康食品」、「化粧品」の相談も多く寄せられ（付表13参照）、お試しだと思っていたら定期購入になっていた等のトラブルが目立ちました。
「紳士・婦人洋服」については、詐欺的な通販サイトの利用による商品未着などのトラブルが寄せられました。
○付表12　販売購入形態別相談件数　
[image: image10.emf]３０年度 ２９年度 前年度比 増減数

23,080 22,151 104.2% 929

(15,774) (15,123) (104.3%) (651)

20,396 19,956 102.2% 440

7,532 6,734 111.9% 798

3,181 3,463 91.9% ▲ 282

749 776 96.5% ▲ 27

726 660 110.0% 66

560 618 90.6% ▲ 58

209 246 85.0% ▲ 37

17,365 15,480 112.2% 1,885

73,798 70,084 105.3% 3,714

販売購入形態

店舗購入

その他無店舗

不明･無関係

計

訪問販売

通信販売

マルチ・マルチまがい

電話勧誘販売

ネガティブ・オプション

訪問購入

(インターネット通販)


※ネガティブ・オプション・・・・・契約を結んでいないのに商品を勝手に送ってきて、受け取ったことで、支払義務があると消費者に

勘違いさせて代金を支払わせようとする商法。

※その他無店舗・・・・・・・・・・・・露店、屋台店等通常店舗とは考えられない場所で2日以上の期間に渡り行われる展示販売等。
○付表13　インターネット通販の相談内容　
[image: image11.emf]３０年度 ２９年度 前年度比 増減数
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商品・役務
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７．危害・危険に関する相談の特徴
危害に関する相談（商品・役務・設備に関連して、身体に怪我、病気等の危害を受けたという相談）は800件で､前年度（829件）と比べ29件（3.5%）減少しましたが、「化粧品」、「医療（美容医療を含む）」、「健康食品」による健康被害が目立ちました（付表14参照）。危険に関する相談(危害を受けたわけではないが､そのおそれのある相談)は249件で､前年度（256件）と比べ減少しましたが、「携帯電話（充電器を含む）」の危険件数は17件で、前年度（10件）に比べ増加しました（付表15参照）。
○付表14　危害件数　
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その他

計

医薬品

家具類

食料品（健康食品以外）

パーマ

健康食品

賃貸アパート

化粧品

医　療

　　（うち美容医療）

商品･役務

エステティックサービス


　　　

　　

　　

○付表15　危険件数
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28 41 68.3% ▲ 13

24 24 100.0% 0

22 25 88.0% ▲ 3

17 10 170.0% 7
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9 24 37.5% ▲ 15

(3) (17) (17.6%) (▲14)

8 4 200.0% 4

8 1 800.0% 7

7 8 87.5% ▲ 1

7 7 100.0% 0

109 104 104.8% 5

249 256 97.3% ▲ 7

計

その他

携帯電話（充電器を含む）

パソコン・パソコン関連用品

テレビジョン

照明器具

自転車・用品

医　療

自動車

電子レンジ類

商品･役務

食料品（健康食品以外）

空調・冷暖房機器

　　（うち電動自転車）


８．高齢者・若者に関する相談は増加傾向
（１）高齢者の相談状況
　　65歳以上の高齢者が契約当事者の相談件数は21,875件で､相談全体の29.6%を占め､前年度に比べ2,562件増加しました。新聞の契約・解約に関する相談や、ハガキやメールによる架空請求に関する相談では、全相談に占める高齢者の相談の割合が高くなっています（付表16、付表17参照）。販売購入形態別で見ると、訪問販売、電話勧誘販売、訪問購入の割合が高くなっています（付表18参照）。

商品･役務別の相談状況を見ると、最も多い相談は「デジタルコンテンツ」の1,771件で、2番目に多い相談は「工事・建築」の1,350件でした。相談の割合でみると、他の年代層と比べると「新聞」（839件）が同項目の相談全体の62.0%を占め、大きくなっています。また、「ハガキやメールによる架空請求」（1,038件）が同項目の相談全体の57.5%です（付表17参照）。その他、「インターネット接続回線」（694件）、「移動通信サービス」（611件）など電気通信サービスに関する相談も目立ちました。
販売購入形態別の相談状況を見ると、「通信販売」が最も多く、次いで「店舗販売」が多く寄せられましたが、全体に占める割合でみると「訪問販売」、「電話勧誘販売」、「訪問購入」が高くなりました（付表18参照）。
　認知症等の高齢者に関する相談は629件で前年度の647件と比べ18件減少しました。また、本人以外からの相談は498件で相談全体の79.2%となっています（付表19参照）。

○付表16　高齢者の相談件数と全相談件数に占める割合（65歳以上）
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○付表17　高齢者の相談の多い商品･役務(上位10位）　　　　　○付表18　高齢者の相談の多い販売形態
	順
	
	全体
	
	

	
	
	
	うち
	全体に占

	位
	
	
	65歳以上
	める割合

	
	総件数
	73,798
	21,875
	29.6%

	1
	デジタルコンテンツ
	7,533
	1,771
	23.5%

	2
	工事・建築
	2,956
	1,350
	45.7%

	3
	ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙによる架空請求(ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂを除く)
	1,805
	1,038
	57.5%

	4
	新　聞
	1,353
	839
	62.0%

	5
	食料品（健康食品以外）
	1,931
	725
	37.5%

	6
	インターネット接続回線
	1,903
	694
	36.5%

	7
	健康食品
	2,347
	638
	27.2%

	8
	移動通信サービス
	2,152
	　611
	28.4%

	9
	電　気
	1,242
	521
	41.9%

	10
	テレビ放送サービス
	1,053
	478
	45.4%


	　
	全　体
	
	　

	　
	
	うち
	全体に占

	　
	　
	65歳以上
	める割合

	総件数
	73,798 
	21,875 
	29.6% 

	通信販売
	23,080
	5,192
	22.5%

	店舗購入
	20,396 
	5,135
	25.2% 

	訪問販売
	7,532 
	 3,702 
	49.2% 

	電話勧誘販売
	3,181 
	1,539
	48.4% 

	訪問購入
	560 
	354 
	63.2% 

	その他無店舗
	726 
	236 
	32.5% 

	マルチ・マルチまがい
	749
	77 
	10.3% 

	ネガティブ・オプション
	209 
	63
	30.1% 

	その他
	17,365 
	5,577
	32.1% 


≪認知症等の高齢者に関する相談≫　※契約当事者が65歳以上の「判断不十分者契約」に関する相談
○付表19　相談件数

	　
	平成30年度
	平成29年度

	認知症等の高齢者に関する相談件数
	629
	647

	　契約者が相談者と同一
	123
	113

	　契約者が相談者と異なる
	498
	524

	　無回答（未入力）
	8
	10


○付表20　相談の多い商品・役務                 ○付表21販売購入形態別件数
                                                         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	1
	新　聞
	94

	2
	健康食品
	48

	3
	食料品（健康食品以外）
	46

	4
	工事・建築
	35

	5
	インターネット接続回線
	26


	訪問販売
	267

	店舗購入
	105

	電話勧誘販売
	78

	通信販売
	67

	訪問購入
	24

	その他無店舗
	7

	ネガティブオプション
	3

	マルチ・マルチまがい
	1

	不明・無関係
	77


（２）若者の相談状況
20歳代以下の若者が契約当事者の相談件数は7,459件で、前年度の7,263件より196件（2.7%）増加し、相談全体（73,798件）に占める割合は10.1%でした（付表22参照）。
商品･役務別の相談状況を見ると、「デジタルコンテンツ」の相談が1,328件となり、他の年代と同様に最も多い相談となりました。このほか相談全体の件数に占める若者の割合で見ると、「エステティックサービス」（305件）が同項目の54.3%、「内職・副業」（210件）が43.7%と若者の割合が高くなりました（付表23参照）。
販売購入形態別の相談状況を見ると、「マルチ・マルチまがい」については若者の割合が同項目の相談全体の49.5%と高くなり、2件に1件が若者の相談となりました（付表24参照）。
○付表22　若者の相談件数と全相談件数に占める割合（20歳代以下）
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○付表23　若者の相談の多い商品･役務(上位10位）　    　 　　○付表24　若者の相談の多い販売購入形態
	順
		全体
		　

				うち
	全体に占

	位
		　
	20歳代以下
	める割合

		総件数
	73,798
	7,459
	  10.1%

	1
	デジタルコンテンツ
	7,533

	1,328

	17.6%

	2
	賃貸アパート
	3,190

	548

	17.2%

	3
	エステティックサービス
	562

	305

	54.3%

	4
	化粧品
	1,789

	269

	15.0%

	5
	移動通信サービス
	2,152

	249

	11.6%

	6
	内職・副業
	481

	210

	43.7%

	7
	健康食品
	2,347

	206

	8.8%

	8
	紳士・婦人洋服
	915

	157

	17.2%

	9
	インターネット接続回線
	1,903

	152

	8.0%

	10
	自動車
	988

	147

	14.9%


	
	　
全体
　
　
うち
全体に占
　
　
20歳代以下
める割合
総件数
73,798 
7,459 
10.1% 
通信販売
23,080 
3,162 
13.7% 
店舗購入
20,396 
2,311 
11.3% 
訪問販売
7,532 
581 
7.7% 
マルチ･マルチまがい
749 
371 
49.5% 
電話勧誘販売
3,181 
134 
4.2% 
その他無店舗
726 
86 
11.8% 
ネガティブ・オプション
209 
12 
5.7% 
訪問購入
560 

7
1.3%
その他
17,365 
795 
4.6% 



PAGE  
9

